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賃貸借契約上の賃料債務を連帯保証してい
る保証会社が居室の鍵を付け替えるなどして
賃借人の占有を排除し、居室内に立ち入り、
居室内にあった賃借人所有物品を撤去処分し
た行為は不法行為に当たるなどとして損害賠
償を求めた事案において、保証会社は賃借人
に対して退去等を求めることができる立場に
ないとして、保証会社の不法行為責任が認め
られるとともに、保証会社の代表取締役の任
務懈怠責任も肯定された事例（東京地裁 平
成24年９月７日判決 判例時報2172号72頁）

１　事案の概要

⑴　賃借人Ｘ（原告）は、平成21年７月７日、
賃貸人Ａとの間で、以下概要の賃貸借契約を
締結した。なお、賃貸人としての業務は賃貸
管理会社であるＢ社が専ら行うこととなっ
た。

賃料　月額79,000円
期間　平成21年７月９日から３年間
禁止行為　犬、猫等の動物の飼育
契約の解除　 賃料等を支払わない場合、賃

貸人は、何ら通知、催告をせ
ずに解除することができる。

⑵　Ｘは同日、保証会社Ｙとの間で保証委託
契約を締結した。Ｘの父親Ｃは、Ｙに対し、
本件保証委託契約上のＸの債務を連帯保証す
ることを約した。

Ｘは、賃料の支払いを初回から怠り、Ｙは
同年８月28日、賃料の代位弁済をせざるを得
なくなった。その後も、Ｘの賃料滞納は続き、

Ｙは同年11月分から平成22年７月分までの毎
月の賃料の代位弁済を行うこととなった。

この間、ＹはＸに対して求償金を求めて、
訪問、電話等による催促を行い、Ｃにも再三
電話で督促した。かかる催促により、平成22
年１月までは、辛うじて求償金は支払われて
いたが、平成22年１月20日の入金を最後に、
ＸはＢに対する支払はもとより、Ｙに対する
求償金の支払も一切しなくなった。
⑶　対応に苦慮したＹは、Ｂと協議の上、Ｘ
の「追出」を図るほかないという判断に至った。

平成22年７月11日、ＹはＢとともに、居室
内に立ち入り、物品処分についての警告書面
をドアの内側に貼った。

同年７月19日、Ｙは業者Ｄに依頼して、居
室内の物品の搬出及び処分をし、Ｂが鍵の付
け替えをした。

同日、Ｘが帰宅したところ、鍵が付け替え
られていたため居室内に入ることができず、
その後、平成22年12月に新しい住居が見つか
るまで、サウナの仮眠室、自家用車の中で夜
を過ごす日が続くこととなった。

Ｘは、この間の同年９月２日、Ｙに57万円
余を支払い、Ｙが代位弁済した賃料に係る求
償債務は完済となった。

Ｘは、407万円の損害賠償請求を提訴した
ものである。

２　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示して、賃借人Ｘ
の請求を一部認容した。

最近の判例から ⑼−保証会社の追い出し行為−

賃貸物件の居室に立ち入り賃借人の物品を処分した賃料等保証
会社の不法行為責任及び代表者の個人責任が認められた事例

（東京地判 平24・９・７ 判時2172-72）　新井 勇次
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⑴　Ｙは、Ｘからの保証委託を受けて本件賃
貸借契約上の賃料等債務を連帯保証している
保証会社にすぎないのであって、Ｘに対し、
代位弁済に係る求償権を行使することはでき
ても、居室からの退去、明渡しを求めること
ができる立場にあるわけではない。実力を
もってＸの占有を排除する行為は、そもそも、
Ｙの権利を実現するものではなく、およそ「自
力救済」といえるものですらない。

なお、Ｙは、Ａに働きかけて契約の解除及
び明渡しに係る権能を発動するよう求めるの
が筋である。

従って、Ｙは、平成22年７月19日の居室へ
の立入り、物品の搬出及び処分につき、不法
行為に基づく損害賠償を免れない。
⑵　損害額について

Ｙによって搬出及び処分された物品の財産
的損害については、認定事実からすると、比
較的価値のあるものは、洗濯機、新品のウエッ
トスーツ等であり、その損害額は30万円にと
どまると認めるのが相当である。

慰謝料について検討するに、Ｘは本件居室
を追出され、新たな住居を見つけるまで、生
活に多大な不便を強いられたであろうことは
想像に難くない。Ｘの精神的苦痛は重大なも
のがあったというべきである。しかし、Ｘは、
平成22年１月を最後に、以降６か月間、Ａへ
の賃料支払及びＹへの求償金の支払を一切し
なくなった。この間、Ｙは多数回にわたり、
訪問、電話連絡、書面により連絡を求めたが、
Ｘは、黙殺するという態度を継続したのであ
り、非難されてもやむを得ない不誠実な対応
によって、Ｙにおいて対応に窮することに
なったことも否定し得ない。これらを総合的
に勘案して、Ｘの精神的苦痛に係る慰謝料額
は20万円と認めるのが相当である。

また、上記不法行為と相当因果関係にある
弁護士費用は５万円と認めるのが相当である。

以上により、ＸのＹに対する請求は、55万
円を求める限度で理由がある。
⑶　Ｙの代表取締役の責任について

平成21年２月の国交省住宅局課長通知、同
年10月の業界団体の業務適正化自主ルールな
どの対策の実施状況を考えると、Ｙの代表取
締役においては、違法な業務執行が行われな
いよう会社内の業務執行態勢を整備すべき職
務上の義務を負っていたというべきである
が、かかる態勢が整備されていなかったと言
わざるを得ず、代表取締役としての任務懈怠
があり、かつ、この任務懈怠には故意又は重
大な過失があるというべきである。そして、
Ｘの損害との相当因果関係も認められること
から、Ｙに対するものと同額（55万円）の限
度で認容することとする。

３　まとめ

本件は、賃料等の保証会社による追出し行
為に係る判決であり、賃借人の保証会社に対
する損害賠償金請求が認められた事例であ
る。併せて、保証会社の代表者の個人責任も
認められた点も注目される。

保証会社、管理会社等による追出し行為に
関する不法行為責任を認めた判決はこれまで
にも出されているところである（東京地判平
22・10・15RETIO81-098、大阪地判平22・５
28RETIO84-120　東京地判平23・２・21RETIO 
84-122、大阪高判平23・６・10RETIO86-94、
東京地判平24・３・９RETIO89参照）が、
賃借人の賃料滞納に対しては、実力で賃借人
の占有を排除することは許されず、法的手続
きによるべきことは当然のことである。
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家賃を延滞した賃借人が、賃貸住宅管理会
社から退去を強制され、家財等も置き去りに
したまま追い出されたと主張して、不法行為
による損害賠償を請求した事案において、転
居先も決まっていない賃借人に対し、退去す
ることを求め、家財等を置いたまま退去せざ
るを得なくしたのであるから、退去を強制し
たもので、これは違法行為である、また家財
等を返還することなく処分した行為は、財産
権を侵害するもので、不法行為に該当すると
して、請求の一部を認容した事例（東京地裁 
平24年３月９日判決 一部容認、一部棄却（控
訴） 判例時報2148号79頁）

１　事案の概要

⑴　賃借人Ｘ（原告）は、平成14年８月27日、
マンション301号室の所有者Ａ社との間で、
平成14年９月１日から２年間、月額賃料
56,000円、共益費4000円の約定で賃貸借契約
を締結した。
⑵　平成16年頃、隣室302号室入口に家賃を
滞納している旨を記載した紙が貼られ、氏名
不詳者が玄関ドアを数時間叩き続け、大声で
家賃を支払えと叫んだりすることがあった。
Ｘは自分の滞納の際にも同様な扱いを受ける
かもしれないと恐れを感じた。
⑶　Ｘは、平成14年当時年収940万円程度で
あったが、平成16年10月頃、人員整理により
勤務会社を退職した。平成19年１月頃、派遣
先の契約も解除され失業し、平成17年１月頃
から数か月遅れで支払っていた家賃も、平成

19年２月28日に同年１月分までの家賃を支払 
ったのを最後に、支払ができなくなっていた。
⑷　管理会社Ｙ１（被告）の社員Ｂは、平成
18年10月、11月、翌年１月、３月及び４月、
書面により賃料支払を催促した。その際Ｘは、
努力する旨を説明したが、「早く家賃を払え」
と再三怒鳴られた。 Ｂは、平成19年６月頃
には、家賃支払ができないのであれば、同月
末までに退去するように再三要求した。 
⑹　管理会社Ｙ２（被告）の代表者Ｃは、何
度か本件物件に赴いたが、Ｘに会えなかった
為、隣室のベランダから、早く退去しろと記
載した名刺を本件物件のベランダに２回置い
た。ＸはＣが合鍵を使って室内に立ち入って
プレッシャーをかけてきたと思い恐怖を感じた。
⑺　Ｂは、①敷金はリフォーム代に充当、②
滞納家賃、共益費合計額30万円、③Ｙ１が残
置物を処分しても異議を申し立てないことな
どを確認する旨の確認書を作成し、Ｃと共に、
６月30日、本件物件に赴き、家賃が支払えな
いのなら、直ちに退去するように要求した。
⑻　Ｘは、転居先も決まっておらず、退去し
たくはなかった。しかし、家賃の支払ができ
ない状態が継続しているという負い目があ
り、Ｂから再三家賃の支払ができないのであ
れば退去するように怒鳴られ、Ｃからベラン
ダに名刺を置く嫌がらせを受けるなどしてい
たため、言うことを聞かなければ、302号室
のような嫌がらせを受けることになるかもし
れないという恐怖感があり、やむなく確認書
に署名捺印し、鍵を渡すと、派遣会社に出勤

最近の判例から ⑽−管理会社の不法行為−

賃貸管理業者による賃料を滞納した賃借人への退去の強制、
家財処分等につき、不法行為責任を負うとされた事例

（東京地判 平24・３・９ 判時2148-79）　石原 賢太郎
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するために用意していた鞄一個のみで追い出
されてしまった。Ｂらが訪れてからＸが退去
するまでの時間は20分程度であった。 
⑻　Ｘは、証明写真用のボックスで夜を過ご
すなど路上生活を余儀なくされ、次のアパー
トに入居するまで３か月間、不安定な生活を
強いられた。一方、Ｙ１は、Ｘの家財等を、
平成19年12月末まで、廃棄処分した。 
⑽　そして、Ｘは、不法行為による損害賠償
請求権に基づき、損害相当額等の支払を求め、
Ｙ１らは、退去を強制したことはないとして、
不法行為を行ったことを否認し争った。

２　判決の要旨

裁判所は、次のように述べ、Ｘの請求を一
部容認した。
⑴　Ｘは、平成19年６月30日、Ｙ１らの要求
を受けて、本件物件から退去しているが、家
賃を滞納している負い目があり、また、Ｂか
ら怒鳴られ、Ｃから名刺をベランダに置かれ
るなどしていたことから、退去を断れば、悪
質な嫌がらせを受けるかもしれないと思い、
やむを得ずに退去したものである。
⑵　Ｂらは、転居先も決まっていないＸに対
して、退去することを求め、家財を置いたま
ま退去させざるを得なくしたのであるから、
ＢらがＸに対し、本件物件からの退去を強制
したものであるといえる。
⑶　家賃を滞納しているという負い目のある
賃借人に、法的手続によることなく、着の身
着のままでの退去を迫ること自体が社会的相
当性に欠け、違法行為である。
⑷　なお、Ｘがやむを得ず本件物件から退去
したのと同様に、Ｘが本件確認書に署名捺印
したのも同様の事情によるものであると認め
られるから、Ｘが本件確認書に署名捺印して
いることをもって、Ｂらの行った行為が社会
的に相当な行為と評価されるものではない。

⑸　Ｙ１らは、Ｘの家財をＸに返還すること
なく、処分している（処分行為を行ったのは
Ｙ１であるが、ＣとＢが共同してＸを本件物
件から追い出していることからすれば、Ｃは
Ｘの家財を廃棄処分することは理解していた
と認められるから、家財の廃棄処分について
もＹ１らが共同して行ったと認められる。）。
これは、Ｘの有する財産権を侵害するもので
あって、不法行為に該当する。
⑹　Ｙ１らは、不法に、Ｘを本件物件から退
去させ、Ｘの家財を処分したことについて、
不法行為責任を負う（Ｂ及びＣが行った行為
については業務として行われたものであるか
ら、Ｙ１らはそれぞれ使用者責任を負う）。

３　まとめ

本事例は、家賃を滞納した賃借人が、管理
会社により退去を強制、家財を処分された事
案につき、家財の処分は不法行為に該当する
などとして損害等を一部認めた事例である。

そもそも、家賃を滞納した賃借人に退去を
求める場合、法的な手続きによるべきであり、
強制退去を迫ることは違法行為である。

本判決では、家財の廃棄処分による損害
100万円、慰謝料100万円、弁護士費用20万円
及び遅延損害金が認められており、高額な認
定額を含め、実務上参考になると思われる。

なお、本件は控訴され、和解が成立してい
る（和解金100万円）。

本件同様に管理会社の不法行為責任が認め
られた事例として、大阪高裁 平23. ６.10 
RETIO86があり、また、家賃保証会社によ
る強制退去、家財処分につき不法行為責任が
認 め ら れ た 事 例（ 東 京 地 裁 平24. ９. ７ 
RETIO89）、連帯保証人による強制退去、家
財処分等の行為が不法行為を構成するとされ
た事例（東京地裁 平23. ２.21 RETIO84）が
あるので参考とされたい。
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下水道管敷設工事のために、土地を地方公
共団体に転貸していた転貸人及び賃貸人が、
賃借人が地中に残置したコンクリート盤が、
賃貸人の建築したマンション建築の障害と
なったとして、転貸人は債務不履行に基づく
損害賠償等を求め、賃貸人は不法行為に基づ
く損害賠償等を求めた事案において、追加・
変更工事の費用の支払いは認めたものの、残
置による損害の発生は認められないとし、賃
借人の債務不履行、不法行為が否認された事
例（東京地裁 平24年７月６日判決 一部容認
一部棄却 確定判例時報2163号61頁）

１　事案の概要

⑴　平成14年８月、法人Ｘ１（原告）は、地
方公共団体Ｙ（被告）に対し、Ｘ１の代表
者Ａが所有する土地（約354m2）を、①賃
貸借期間平成14年10月～平成16年３月、②
賃料月額130万円、③期間満了時に土地を
原状に回復して返還する等の約定の下、Ｙ
の下水道管敷設に伴う立杭設置工事（以下

「敷設工事」という。）用地として転貸した。
⑵　Ｙから敷設工事を請け負った工事共同体

は、堀進機（注・地中を水平方向に掘り進
む機械）の据え付けのため、本件土地及び
隣接の道路の地下約10mの位置に、厚さ
10cm、面積約43.8m2の底盤コンクリート

（以下「底盤」という。）を設置した。
⑶　平成16年11月、Ｙは、工事の完了に伴い、

本件土地をＸ１に返還した。なお、工事共
同体は、底盤を撤去しなかった。

⑷　平成21年３月、平成18年にＡより本件土
地を相続した２人の子（原告、以下「Ｘ２」
という。）は、本件土地に地上７階建ての
賃貸用マンションの建築を計画し、建築会
社（以下「Ｂ」という。）との間で、工事
価格を３億１千万円とする請負契約を締結
した。

⑸　同年10月、Ｂが、基礎工事として杭を打
設していたところ、杭の内１本（以下「杭
１」という。）が、深度10ｍの地点で障害
物に接触し、建築工事が中断された。

⑹　同月、Ｙは、ボーリング調査を実施し、
障害物が、底盤であることが判明した。

⑺　同月、Ｂは、底盤の一部を破砕し、杭１
を打設して建築工事を再開した。

⑻　平成22年４月、Ｘ１及びＸ２は、次のよ
うに主張して提訴した。

【Ｘ１の主張】
　　Ｙの底盤を撤去する債務は、マンション

の建築により社会通念上履行不能となり、
撤去費用相当額（5896万円余）の損害賠償
請求権に転化している。仮に、原状回復義
務が損害賠償請求権に転化せずに消滅した
とすると、Ｘ１はＸ ２に対して、撤去費
用相当額の損害賠償義務を負うという損失
を被り、Ｙは、底盤の撤去義務を免れると
いう利益を得ることになるから、Ｙは、Ｘ

最近の判例から ⑾−賃借人の残置埋設物−

賃借人が地中に残置したコンクリート盤について、残
置による損害の発生が認められないとして、賃借人の
債務不履行、不法行為が否定された事例

（東京地判 平24・７・６ 判時2163-61）　中村 行夫
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１に対し、撤去費用相当額の不当利得返還
義務を負う。

【Ｘ２の主張】
　　Ｘ２は、地下10m以下の部分を空間的に

利用することができず、また、底盤は、構
造的に、Ｙの了解なく撤去することは不可
能で、Ｘ２が将来本件土地を第三者に売却
する際には、以上の事実を説明する必要が
あり、本件土地の価格は、撤去費用相当額
分下落している。したがって、Ｘ２は、Ｙ
に対し、不法行為に基づく損害賠償請求権
又は不当利得返還請求権を有している。ま
た、追加・変更工事代金（645万円余）は、
Ｘ２に生じた損失であり、Ｙに対し、不当
利得返還請求権を有する。

⑼　同年６月、Ｘ２と建築会社は、追加・変
更工事代金について合意し、同年７月には、
建築工事代金及び変更・追加工事代金が支
払われ、マンションが引き渡された。

２　判決の要旨

裁判所は、次のように判示して、Ｘ１の請
求を棄却し、Ｘ２の請求の一部を認めた。
⑴　底盤の残置によって、マンションを建築

することができなくなったことはない。ま
た、Ｘ１が、費用を支払って底盤を実際に
撤去したことはなく、Ｘ２に対して、撤去
費用相当額を支払ったとも認められない。
したがって、Ｘらに撤去費用相当額の損害
が現実に生じたと認めることはできない。

⑵　マンションが存在する状況の下で、Ｘ１
が、将来底盤の撤去費用を支出する相当程
度の蓋然性があるとも認められないから、
Ｙの原状回復義務が履行不能によって消滅
したとして、Ｘ１が、Ｙに対し、撤去費用
相当額の損害賠償請求権を取得したと認め
ることはできない。 

⑶　撤去費用相当額は、更地の状態から底盤

を撤去する費用の見積もりに過ぎず、既に
マンションが建築されているのであるか
ら、本件土地の価格が撤去費用相当額下落
していると認めることはできない。そして、
他に、本件土地の価格が現実に下落してい
ると認めるに足りる証拠はない。

⑷　以上からすれば、Ｘ１の、Ｙに対する債
務不履行に基づく損害賠償請求又は不当利
得返還請求は理由がない。また、Ｘ２の、
Ｙに対する不法行為に基づく損害賠償請求
又は不当利得返還請求は理由がない。

⑸　追加・変更工事代金は、底盤の残置と相
当因果関係のある損害と認められので、Ｘ
２は、Ｙに対し、不法行為に基づく損害賠
償請求として、645万円余および遅延損害
金の支払いを求めることができる。

３　まとめ

本判決は、債務不履行又は不法行為があっ
た場合の損害賠償の範囲は、不法行為と相当
因果関係のある損害のみであるとして、損害
が発生していなければ、損害賠償請求権は発
生しないとした事例であり、民法415条（債
務不履行による損害賠償）及び同法709条（不
法行為による損害賠償）でいう損害の範囲に
ついて具体的に検討した事例として参考とな
る事案と言える。

（調査研究部調査役）
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建物賃貸借契約を解約して本物件を明け渡
した賃借人が、賃貸人に対し、敷金の返還等
を請求し、これに対し、賃貸人は賃借人には
明渡義務違反、原状回復義務違反、水道料支
払義務違反があるとして、同時履行の抗弁を
主張し、敷金の返還等を拒むとともに、賃借
人に対して反訴を提起したところ、原審に不
服があるとして、賃貸人及び賃借人がそれぞ
れ控訴及び附帯控訴を提起した事案におい
て、賃借人に対しては、敷金から原状回復費
用相当額と水道使用料相当不当利得金を控除
した額の返還が認められ、賃貸人の反訴請求
は棄却された事例（東京地裁 平成24年５月
31日（確定） ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

⑴　賃借人Ｘは、平成16年10月５日、賃貸人
Ｙとの間で、本件物件を次の内容で賃借する
旨の賃貸借契約（以下「本件賃貸借契約」と
いう。）を締結し、敷金100万円を交付した。
①　賃貸借期間　平成16年10月５日から平成
19年10月４日までの３年間
②　賃料月額　262,500円
③　水道料　賃借人は、使用量に相当する水
道料金を賃貸人に対して支払う。ただし、平
成16年10月分より平成17年３月分までは２か
月毎に１万円とし、以後は６か月間の使用量
を基に水道料の見直し設定をする（以下「本
件水道料特約」という。）。

⑵　Ｘは、本件水道料特約に従って、平成17
年２月11日、水道料金に関して、東京都水道
局の請求金額のうち、４万円を超える部分は
Ｘの負担とする旨の合意をしたが、平成19年
８月31日以降、Ｙに対して水道料金を支払っ
ていない。
⑶　Ｘは、平成19年９月頃、賃料を月額280,500
円として本件賃貸借契約を更新し、賃貸借期
間を平成22年10月４日までとし、Ｙに対し、
敷金として68,572円を追加預託した。
⑷　Ｙは、平成22年９月ころ、Ｘに対して、
平成22年10月分より賃料を月額325,500円に
増額するよう通知し、これを受け、Ｘは、平
成22年９月27日、Ｙに対して解約書面を渡し、
平成22年12月27日、Ｙに対して、本件物件を
明け渡すとともに、同年10月分から12月まで
の３ヶ月分の賃料相当額を支払った。
⑸　その後、ＸとＹは、敷金返還請求をめぐ
り争った。原審は、Ｘの本訴については、敷
金返還請求は認められるが、その余を棄却し、
Ｙの反訴については、原状回復義務違反を認
め、その余を棄却したため、Ｙ及びＸがそれ
ぞれ控訴及び附帯控訴を提起した。なお、Ｙ
は、同時履行の抗弁を撤回し、明渡義務違反、
原状回復義務違反及び水道料支払義務違反に
基づく各損害賠償金については、Ｘの本訴請
求のうち敷金返還請求額から控除されるべき
である旨主張した。

最近の判例から ⑿−敷金返還請求−

賃借人が敷金返還請求をしたところ、賃借人は原状回復
義務及び水道料支払義務を負うべきであるとして、敷金
からこれらの費用を控除した額の返還が認められた事例

（東京地判 平24・５・31 ウエストロー・ジャパン）　松木 美鳥
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２　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、原判決を変
更して被控訴人Ｘの請求を一部認容した。
⑴　Ｘに原状回復義務の不履行が認められる
か
①　電気容量変更工事について、Ｘが費用と
して負担すべき金額は具体的な損害が発生
し、その内容が特定されているとは認めがた
いし、具体的に算定可能な根拠もない。
②　窓ガラスのひび及びシャッターの凹みが
認められるが、賃貸借期間中に本件物件に生
じた損傷は、特段の事情がない限り、Ｘの責
めに帰すべき事情によるものと考えるのが合
理的であり、よって、原判決の115,000円の
原状回復費用を認めたのは相当である。
③　配電ボックスの取手の破損、更衣室及び
トイレのドアノブの故障については、仮に入
居時から破損していたとすると、Ｘが入居中
に何も言わなかったのは不自然であるし、当
初からの破損を裏付ける証拠もないから、
よって、原判決どおり取手の破損9,500円、
ドアノブ交換費用52,000円を認めるのが相当
である。
④　床のシミ、汚れ、壁の破損、エアコンの
汚れ、照明器具の故障等については、経年変
化及び通常の使用による損耗等を超えるもの
であると認めるに足りる証拠はない。
⑤　室内の塗装、ＣＦシート及び巾木の塗り
色等は、社会通念上、許容範囲内に留まって
いると認められる。
⑵　Ｘは水道料支払義務を負うか

平成19年10月末支払予定分以降のＸの水道
の使用による利益は法律上の原因に基づかな
いものであり、他方、Ｙは、その使用量に相
当する水道料金を本件建物全体の水道料金と
して支払っているのであるから、Ｘは、使用
量に相当する水道料金額を不当利得として返

還する義務があると言わなければならない。
そして、本件建物全体についての平成19年10
月から平成22年10月までの東京都水道局の請
求金額821,784円を戸数７で除した117,397円
が、ＸがＹに不当利得として返還すべき使用
量相当額となる。
⑶　Ｘは必要費償還請求権を有するか

Ｘは、本件物件への入居に伴い、配電工事
として、エアコン使用のための配電盤工事等
の実施と明渡しの際にはそれを原状に戻すこ
とを申し入れ、Ｙの承諾を得て、自ら配電盤
工事を行ったことが認められ、その費用は、
Ｘにおいて負担することが合意されていたと
いうべきである。
⑷　Ｘの本訴請求は、返還すべき敷金1,068,572
円から、185,325円（消費税込）の原状回復
費用相当損害金及び117,397円の水道使用料
相当不当利得金を控除した765,850円及びこ
れに対する遅延損害金の支払を求める限度で
認容し、その余は理由がないから棄却すべき
であり、Ｙの反訴請求は、理由がないから棄
却すべきである。

３　まとめ

本判決は、建物賃貸借契約を解約して本物
件を明け渡した賃借人の原状回復費用支払債
務の認定について、詳細に判示しており、ま
た、水道の使用による利益は法律上の原因に
基づかないものであり、使用量に相当する未
払水道料金額を不当利得として返還する義務
があるとし、敷金返還請求額から控除される
べきであるとした事例であり、同種の事案に
おいて実務上参考なろう。

なお、原状回復費用に関する最近の事例に
ついては、東京地判平23・11・21 RETIO87- 
096、東京地判平23・９・21 RETIO87-100及
び東京地判平22・６・11 RETIO81-092など
も併せて参考にされたい。
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賃借人が、敷引特約及び更新料特約は消費
者契約法10条により無効である旨主張し、保
証金及び更新料の返還を求めたところ、原審
が賃借人の請求を認容したため、賃貸人が控
訴した事案において、控訴審が原判決を取消
し、賃借人の請求を棄却した事例（大阪高裁
平成23年12月13日判決 更新料問題を考える
会ウェブサイト 上告不受理・確定）

１　事案の概要

⑴　賃借人Ｘ（被控訴人）は、平成18年４月
１日、賃貸人Ｙ（控訴人）との間で以下の内
容の本件賃貸借契約を締結した。

契約期間　平成18年４月１日から
　　　　　平成20年３月31日まで
賃料　　　１か月５万8000円
共益費　　１か月5000円
保証金　　35万円（うち30万円は本件敷引金）
更新料　　賃料２か月分（11万6000円）
その他　　 賃借人による解約は２か月前予

告又は２か月分の家賃を納付
⑵　Ｘは、Ｙに対し、平成20年１月15日、本
件賃貸借契約を更新するに際し、本件更新料
特約に基づき、２年間の契約期間に対する更
新料として11万6000円（本件更新料）を支
払った。
⑶　Ｘは、Ｙに対し、同年５月８日、本件賃
貸借契約の解約の申入れを行い、同月31日、
本件物件を明け渡した。
⑷　Ｘは、Ｙに対し、翌月２日、２か月分の
賃料相当額として11万6000円を支払った。

⑸　原審（平成21年７月23日京都地判）は、
本件敷引特約及び本件更新料特約は、消費者
の義務を加重したものといえるとともに、民
法１条２項に規定する基本原則（信義則）に
反して賃借人の利益を一方的に害するものと
いうべきであるとして、消費者契約法（以下

「法」という。）10条に該当し無効であると判
断した。判決を不服として、Ｙが控訴した。

２　判決の要旨

裁判所は、次のように判示し、原判決を取
消し、Ｘの請求を棄却した。
⑴　消費者契約である居住用建物の賃貸借契
約に付された敷引き特約は、敷引金の額が賃
料の額等に照らし高額に過ぎるなどの事情が
あれば格別、そうでない限り、法10条にいう

「民法第１条第２項に規定する基本原則に反
して消費者の利益を一方的に害するもの」に
は当たらないと解するのが相当である（最高
裁平成23年７月12日第三小法廷、最高裁平成
23年３月24日第一小法廷）

本件賃貸借契約書の冒頭部分及び入居申込
書、Ｘが提出した誓約書に、保証金及び敷引
金についての記載があり、Ｘが、仲介業者に

「保証金35万円、本件敷引金30万円」の意味
を質問したことからすると、Ｘは、本件賃貸
借契約によって本件敷引金30万円を負担する
ことを明確に認識した上で、本件賃貸借契約
の締結に及んだものというべきである。

また、賃貸借契約に伴う通常損耗等の補修
費用は、賃料に含ませて回収が図られるのが

最近の判例から ⒀−敷引特約と更新料特約−

賃料の 5.17 か月分にあたる敷引特約及び期間２年で賃
料の２か月分にあたる更新料特約が有効とされた事例

（大阪高判 平23・12・13 更新料問題を考える会ウェブサイト）　河内 元太郎
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通常だとしても、これに充てるべき額を敷引
金として授受する旨の合意が成立している場
合には、その反面において、上記補修費用が
含まれないものとして賃料の額が合意されて
いるものと見るのが相当であり、敷引特約に
よって直ちに賃借人が上記補修費用を二重に
負担するということはできず、また、このよ
うな特約は補修費用をめぐる紛争を防止する
観点からもあながち不合理なものとはいえ
ず、これが直ちに信義則に反して賃借人の利
益を一方的に害するものであるとはいえない

（上記各最高裁判決参照）。
そして、本件賃貸借契約における賃料は、

１か月５万8000円であるが、共益費１か月
5000円、本件保証金35万円（うち30万円は本
件敷引金）、２年後に更新する場合の更新料
11万6000円を考慮すると、本件賃貸借契約に
おける実質賃料は、１か月７万2637円となる
のに対し、本件物件の適正実質賃料は、１か
月７万2900円となることが認められる。

そうすると、本件敷引金が30万円であるこ
とを考慮しても、本件賃貸借契約における実
質賃料は適正賃料であるといえるから、本件
敷引金の額が賃料の約5.17倍となっているこ
とを加味しても、高額に過ぎるとは言い難い。
仮に本件敷引金の額が通常損耗等の補修費用
として通常想定される額を超えていたとして
も、それも織り込んだ実質賃料が上記の通り
適正賃料となっているのであるから、本件敷
引の額が高額に過ぎるということにはならな
い。したがって、本件敷引特約が法10条によ
り無効であるということはできない。
⑵　賃貸借契約書に一義的かつ具体的に記載
された更新料条項は、更新料の額が賃料の額、
賃貸借契約が更新される期間等に照らし高額
に過ぎるなどの特段の事情がない限り、法10
条にいう「民法第１条第２項に規定する基本
原則に反して消費者の利益を一方的に害する

もの」にはあたらないと解するのが相当であ
る（最高裁平成23年７月15日第二小法廷）。

更新料は、一般に、賃料の補充ないし前払、
賃貸借契約を継続するための対価等の趣旨を
含む複合的な性質を有するものと解される

（上記最高裁判決参照）ところ、本件更新料
についても、上記と異なる趣旨のものと認め
るべき証拠はないから、本件更新料の支払に
およそ合理性がないということはできない。

また、本件更新料特約は本件賃貸借契約書
に一義的かつ具体的に記載されており、Ｙと
Ｘの間に更新料の支払に関する明確な合意が
成立しているものと認められる。そして、Ｙ
とＸの間に、本件更新料特約に関する情報の
質及び量並びに交渉力について、看過し得な
いほどの格差が存在したものとは到底認めら
れない。

そうすると、本件更新料特約の内容は、更
新料の額を賃料の２か月分に当たる11万6000
円とし、本件賃貸借契約が更新される期間を
２年間とするものであって、更新料が高額に
過ぎるなどの特段の事情は認められない。し
たがって、本件更新料特約が法10条により無
効であるということはできない。

３　まとめ

本事例においては、最高裁判決（平成23年
７月12日第三小法廷 RETIO83-140、平成23
年３月24日第一小法廷 RETIO82-150、平成
23年７月15日第二小法廷 RETIO83-41）を引
用し、敷引特約及び更新料特約について有効
とした。特に、敷引金についての判示の中で、
敷引金が賃料の何倍かという観点以外に、敷
引金、更新料等を含めた実質賃料が適正賃料
かどうかを判断していることが重要であろ
う。




